
＜様式２＞

１．施策の方向性

平成22年度～
平成26年度

平成23年度～
令和2年度

 【参考】施策に関連するその他の計画

生涯学習課

３．個に応じた支援体制の充実

①発達障害等を含む障害のある子ども一人ひとりのニーズに対応したきめ細かな支援により教育の一層の充
実を図るため、学校園と保護者、行政、医療及び関係機関等が広く連携し、乳幼児期から青年期までを見通
した特別支援教育の体制整備を進めます。
②外国語を母語とするなど日本語の習得が十分ではない児童生徒に対し、スクールサポーターを配置する
など個別に日本語支援を行う体制を整備します。

５．教職員が子どもと向き合える環境
づくりの推進

①本市の教職員の働き方改革実行計画を強力に進め、教職員が心身ともに健康で、一人ひとりの子どもに
颯爽と向き合える環境づくりを進めます。
②教職員のメンタルヘルス対策の推進、校務支援システムの活用、部活動指導員の配置等、教職員の負担
を軽減する取組みを推進します。
③「京都式チーム学校」をより良く機能させるために、多様な専門性を有する人材の配置充実や学校体制の
強化を図り、学校現場における業務改善の取組み・教員の負担軽減策を推進します。

基本的方針

  災害や事件・事故等に備えた安全確保のため、学校施設の老朽化対策等を計画的に進めるとともに、児童生徒が自らの安全を守
るための能力を身に付けさせる安全教育や、また、ボランティアの協力を得る等、地域が一体となって支える教育環境づくりを進めま
す。
　また、年齢や性別、国籍、障害の有無等に関わらず、すべての子どもの健やかな育ちを保障する教育環境を整備します。
　教職員の業務改善・時間外勤務縮減を強力に実行し、教職員が一人ひとりの子どもに向き合える環境を整備します。

１．子どもの安全・安心の確保

①児童生徒を事件や事故から守るため、スクールガード・リーダーによる巡回指導や子ども安心パトロール車
の運行等、保護者や地域ボランティアの協力を得ながら、学校内外における安全確保に努めます。
②学校再配置による校区の拡充に伴い、遠距離通学用スクールバスの安全な運行管理及び車両管理を実
施します。
③児童生徒自身の危機対応能力を育むため、各学校の危機管理マニュアルに基づく防災教育や安全教育
を計画的・継続的に実施します。

２．学校施設環境等の整備充実

①少子化の進行を踏まえ、適正な学校規模を検討する中で、必要な施設整備を進めます。
②教育環境の維持・改善のため、トイレの洋式化をはじめ学校施設・設備の改修、修繕等を計画的に進めま
す。
③児童生徒の安全確保に向け、計画的かつ効果的な学校施設の老朽化対策を進めます。
④安全・安心な学校給食を提供するため、より衛生的で安全性を重視した給食施設の整備を計画的に進め
ます。

3 子どもを健やかに育む教育環境を充実します

４．ボランティアによる学習支援の推進

①市民のボランティア意識を高め、地域と学校の連携・協働の下、学校の教育活動に地域のボランティアが
参画する「地域学校協働本部事業」の推進など自らの知識や学習で培った技術などを学校で、児童に紹介
する機会づくりを進めます。
②市民ボランティアが、地域の中で、子どもたちの活動を支える環境づくりを進めます。

計画名称

京丹後市教育振興計画

施策評価・進捗管理調書（内部評価結果）
担当課 担当課長

教育総務課 溝口　容子

安達　純

重点目標

計画概要 策定年月 計画期間 備考

第2次京丹後市総合計画
市の目指す基本理念、目標、将来像などを示した「基本構想」
と、その構想を実現するための各種施策を総合的、計画的に体
系化した「基本計画」

平成27年3月
平成27年度～
令和6年度

京丹後市学校施設耐震化
計画

耐震化に対する国の動向や財政措置の状況を的確にとらえつ
つ、本市における学校施設の耐震化を可能な限り早く、計画的に
進めていくことを目的に、本計画を定めるもの

平成22年11月

京丹後市学校再配置基本
計画

急速に少子化が進むなか、本市の次代を担っていく子どもたち
に、より良い教育環境や教育条件を整えるため、学校力を高める
ための学校規模などを考えた学校再配置の取組みを進めていく
ために策定

平成22年12月
前期（H23～27年度）と後期
（H28～R2年度）に区分し、段
階的に再配置を進める

京丹後市学校施設の長寿
命化計画（学校施設の個
別施設計画）

文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）の方針に基づき、
学校施設の実態把握及び分析を行い、本市の実情に即した基
本的な整備方針や施設整備の水準について示し、長寿命化の
観点から財政負担の低減及び平準化を図り、学校施設の維持管
理を進めていくことを目的に策定

令和3年3月
令和3年度～
令和12年度

学校教育課 川村　義輝

ＰＬＡＮ
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# # # # # # # #

２．主な取組と構成事務事業一覧

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

②

③

1

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

13

14

評価を踏まえた
今後の方向性

学校安全対策事業 学校教育課

5,641       5,039       7,210       

現状維持

児童教職員健康管理事業【繰越】 学校教育課

　新型コロナウイルス感染症による感染リスクを最小限にしながら円滑に教育活動を継続するため
にも、学校における感染症対策及び児童の学びの保障に必要な体制を整備する。

-             13,924     15,750     

生徒教職員健康管理事業【繰越】 学校教育課

-             5,594       

　学校保健安全法に基づき、各学校に学校医、学校歯科医、学校薬剤師を置き、児童生徒の健
康の保持増進及び教育現場の環境衛生の維持向上を図る。

２．学校施設環境等の整備充実 決算額 （単位：千円） 事務の改善

※各事業の成果・課題について
は、別紙決算附属資料参照

児童生徒を事件や事故から守るため、スクールガード・リーダーによる巡回指導や子ども安心パトロール車の運行等、保護者や地域ボランティアの協
力を得ながら、学校内外における安全確保に努めます。

R3決算額 R4予算額

　生徒及び教職員の健康管理を行うとともに、設備の安全対策を講じることにより、生徒及び教職
員の健康の保持増進と中学校の教育活動における安全・安心な環境を整える。

13,572     -             -             

主な取り組み
R2決算額 R3決算額 R4予算額

評価を踏まえた
今後の方向性

5,850       

R4予算額
評価を踏まえた
今後の方向性

主な取り組み
R2決算額 R3決算額

１．子どもの安全・安心の確保 決算額 （単位：千円） 事務の改善

児童生徒自身の危機対応能力を育むため、各学校の危機管理マニュアルに基づく防災教育や安全教育を計画的・継続的に実施します。

１．子どもの安全・安心の確保 決算額 （単位：千円） 事務の改善

主な取り組み
R2決算額

40,394     9,538       9,921       現状維持　児童及び教職員の健康管理を行うとともに、設備の安全対策を講じることにより、児童及び教職
員の健康の保持増進と小学校の教育活動における安全・安心な環境を整える。

学校再配置による校区の拡充に伴い、遠距離通学用スクールバスの安全な運行管理及び車両管理を実施します。

19,758     19,665     現状維持

学務経費 学校教育課

5,259       5,429       4,952       現状維持　学校保健安全法に基づく就学時健康診断を行うとともに、学齢簿の管理、学校管理下での安
全衛生や事故災害に対応する。
　また、小中学校の枠を超えた取組として、特別支援学級ふれあい交流会を実施する。

学校医委嘱事業 学校教育課

19,930     

① 少子化の進行を踏まえ、適正な学校規模を検討する中で、必要な施設整備を進めます。
② 教育環境の維持・改善のため、トイレの洋式化をはじめ学校施設・設備の改修、修繕等を計画的に進めます。
③ 児童生徒の安全確保に向け、計画的かつ効果的な学校施設の老朽化対策を進めます。
④ 安全・安心な学校給食を提供するため、より衛生的で安全性を重視した給食施設の整備を計画的に進めます。

中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ購入事業 学校教育課

　中学校に通学する遠距離及び特に必要と認めた児童の安全な通学手段を確保する。

　遠距離通学及び通学路の状況や冬期積雪時等、特に必要と認めた児童の通学のためにス
クールバスを運行する。

生徒教職員健康管理事業 学校教育課

17,194     6,393       6,976       

小学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行管理事業 学校教育課

94,052     88,791     101,484    

学校適正配置推進事業

現状維持　京丹後市学校適正配置基本計画に基づく「学校づくり準備協議会」を設置し、学校再配置によ
る新しい学校づくりに向けた取組を推進する。

小学校通学支援事業 学校教育課

281          283          222          現状維持　遠距離通学をする児童を対象に、通学の状況に応じて遠距離通学補助金を支給し、通学の安
全確保と保護者の負担軽減を図る。

中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行管理事業 学校教育課

71,195     71,704     65,529     現状維持　遠距離通学及び通学路の状況や冬期積雪時等、特に必要と認めた生徒の通学のためにス
クールバスを運行する。

統合（整理）

現状維持

現状維持

-             

学校教育課

204          195          195          現状維持　自転車通学をする生徒を対象に、通学の状況に応じてヘルメット購入補助金を支給し、通学の
安全確保と保護者の負担軽減を図る。

中学校通学支援事業

学校教育課

-             -             

　新型コロナウイルス感染症による感染リスクを最小限にしながら円滑に教育活動を継続するため
にも、学校における感染症対策及び生徒の学びの保障に必要な体制整備を促進する。

　保護者や地域の協力を得ながら安全で安心できる学校づくりを推進し、児童生徒を事件や事故
から守る。

児童教職員健康管理事業 学校教育課

教育総務課

102,266    70,973     145,220    現状維持　小学校施設における改修工事等を行い、児童が安全に、安心して学校生活を送ることができる
教育環境を整備する。

小学校施設改修事業

ＤＯ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＰＬＡＮ
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↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

② 

27

28

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

②

29

↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

①

②

③

R2決算額 R3決算額 R4予算額
評価を踏まえた
今後の方向性

主な取り組み

R3決算額 R4予算額
評価を踏まえた
今後の方向性

中学校ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ等設置事業 学校教育課

５．教職員が子どもと向き合える環境づくりの推進

主な取り組み

現状維持

現状維持

公立学校施設災害復旧事業【繰越】 教育総務課

1,804       -             -             
　令和元年10月2日発生台風19号により被災した学校施設の復旧を図る。

教育総務課

-             3,850       

61,845     

-             縮小

公立学校施設災害復旧事業

現状維持　学校給食における衛生管理の徹底を図るとともに、献立研究会の活発な活動を促し、衛生管理
や栄養面等での充実を図る。

拡大

教育総務課

27,171     27,025     

事務の改善

主な取り組み

現状維持

「京都式チーム学校」をより良く機能させるために、多様な専門性を有する人材の配置充実や学校体制の強化を図り、学校現場における業務改善の取
組み・教員の負担軽減策を推進します。

教職員のメンタルヘルス対策の推進、校務支援システムの活用、部活動指導員の配置等、教職員の負担を軽減する取組みを推進します。

本市の教職員の働き方改革実行計画を強力に進め、教職員が心身ともに健康で、一人ひとりの子どもに颯爽と向き合える環境づくりを進めます。

64,079     64,375     

拡大49,871     46,340     

中学校施設管理事業 教育総務課

小学校管理運営事業 学校教育課

134,799    151,908    152,932    

　生徒の心身の健全な発達に寄与するため、栄養バランスのとれた給食を提供する。

中学校給食管理運営事業

（39,572） （38,027） （50,196）

　令和3年8月3日の落雷により被災した学校施設の復旧を図る。

決算額 （単位：千円）

　網野地域の小学校及び中学校に栄養バランスの取れた給食を提供し、児童生徒の心身の健
全な発達に寄与する。

３．個に応じた支援体制の充実

中学校施設改修事業

25,246     現状維持210,763    18,600     

中学校施設改修事業【繰越】 教育総務課

　「新しい生活様式」を踏まえ、健やかな学びの保障を目指すため、新型コロナウイルス感染症対
策として特別教室の空調化設計を行い、教育環境を整備する。

-             4,921       -             

10,216     9,548       9,786       
　学校施設の適切な維持管理により、良好な学習環境の確保を図る。

61,166     

学校教育課

　適正な学校運営や教育環境の充実に取り組み、小学校における円滑な教育活動を実施する。

学校給食一般経費 学校教育課

2,584       560          

159,048    167,910    179,283    

929          

現状維持
　学校施設の適切な維持管理により、良好な学習環境の確保を図る。

教育総務課

30,017     

小学校施設管理事業

２．学校施設環境等の整備充実 決算額 （単位：千円）

R2決算額 R3決算額 R4予算額
評価を踏まえた
今後の方向性

（60,282） （83,252） 現状維持　スクールサポーターを配置し、児童一人ひとりの課題・特性を的確に把握し、よりきめ細やかな
指導に努めるとともに、円滑な授業を実施する。

学校教育課

（53,166）

発達障害等を含む障害のある子ども一人ひとりのニーズに対応したきめ細かな支援により教育の一層の充実を図るため、学校園と保護者、行政、医
療及び関係機関等が広く連携し、乳幼児期から青年期までを見通した特別支援教育の体制整備を進めます。

外国語を母語とするなど日本語の習得が十分ではない児童生徒に対し、スクールサポーターを配置するなど個別に日本語支援を行う体制を整備しま
す。

小学校ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ等設置事業

R2決算額 R3決算額 R4予算額
評価を踏まえた
今後の方向性

市民のボランティア意識を高め、地域と学校の連携・協働の下、学校の教育活動に地域のボランティアが参画する「地域学校協働本部事業」の推進な
ど自らの知識や学習で培った技術などを学校で、児童に紹介する機会づくりを進めます。

市民ボランティアが、地域の中で、子どもたちの活動を支える環境づくりを進めます。

　適正な学校運営や教育環境の充実に取り組み、小学校における円滑な教育活動を実施する。

　スクールサポーターを配置し、生徒一人ひとりの課題・特性を的確に把握し、よりきめ細やかな
指導に努めるとともに、円滑な授業を実施する。

中学校管理運営事業 学校教育課

　児童の心身の健全な発達に寄与するため、栄養バランスのとれた給食を提供する。

小学校給食管理運営事業 学校教育課

事務の改善

４．ボランティアによる学習支援の推進 決算額 （単位：千円） 事務の改善

主な取り組み

生涯学習課

3,475       3,403       3,780       現状維持　「教育と学びのまち 京丹後」の実現に向け、「学校のニーズ」と「地域の人の持つ力」を結び付
け、学校・家庭及び地域が協力して子どもを育む環境の充実を図る。

地域学校協働本部事業《再掲》

決算額 （単位：千円） 事務の改善

R2決算額

　中学校施設における改修工事等を行い、生徒が安全に、安心して学校生活を送ることができる
教育環境を整備する。

現状維持

網野給食ｾﾝﾀｰ管理運営事業 学校教育課

31,840     31,452     35,776     現状維持
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↓  事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

30

 事務事業名称・事業内容（実績） 担当課

31

32

33

34

35

36

37

1

2

３．教育振興計画で掲げている主な目標指標

教育総務課

3,826       3,884       3,999       

拡大

現状維持

改善・効率化

現状維持

R6

時間外勤務月４５時間超（年平均）の教職員数＜小学校＞ 人 0 R6- H25 131 R3

学校支援ボランティア登録者数 人 427 H25 557 R3

児童生徒用トイレの洋式化整備校数＜中学生＞ 校

600

4 - -             

-             -             

共同学校事務室運営事業 学校教育課

- 226          3,258       現状維持　学校事務処理の適正化及び標準化、効率化、学校マネジメント機能の強化等を図るため、共同
学校事務室を設置し、学校の教育力・組織力の向上を推進する。

５．教職員が子どもと向き合える環境づくりの推進 決算額 （単位：千円） 事務の改善

主な取り組み
R2決算額 R3決算額 R4予算額

評価を踏まえた
今後の方向性

9,254       

学校教育施設整備基金 教育総務課

1,584       1,606       1,604       　学校跡施設の建物貸付料をもとに、学校教育施設の整備等を進めることを目的とした学校教育
施設整備基金への積立金

　 老朽化が進み、利活用が見込めない旧湊小学校施設を除却するとともに、閉校した施設の低
圧化工事を実施し、適正な維持管理及び跡地利活用の推進を図る。

子ども未来課

2,527       14,094     

学校跡施設管理事業【繰越】 教育総務課

時間外勤務月４５時間超（年平均）の教職員数＜中学校＞ R6

R6

R6

児童生徒用トイレの洋式化整備校数＜小学生＞ 校 - 14 R3 17 R6

人 - H25

100 R6

0

年度

R6

- 1 R3

　低所得世帯を対象に日用品、文房具等の購入費などの実費徴収額について、費用の一部を
助成し、対象家庭の経済的負担を軽減する。

児童福祉総務一般経費

1,178,249 

日用品費等援助事業 子ども未来課

　児童福祉業務を円滑に遂行するために必要な一般経費

事務局一般経費 教育総務課

計

220,466    

1,036       

教育委員会一般経費

学校跡施設管理事業 教育総務課

83,623     209,131    2,006       改善・効率化
　 学校再配置により閉校となった学校施設の維持管理を行い、利活用の推進を図る。

年度

基本的方針

  災害や事件・事故等に備えた安全確保のため、学校施設の老朽化対策等を計画的に進めるとともに、児童生徒が自らの安全を守るための能
力を身に付けさせる安全教育や、また、ボランティアの協力を得る等、地域が一体となって支える教育環境づくりを進めます。
　また、年齢や性別、国籍、障害の有無等に関わらず、すべての子どもの健やかな育ちを保障する教育環境を整備します。
　教職員の業務改善・時間外勤務縮減を強力に実行し、教職員が一人ひとりの子どもに向き合える環境を整備します。

主な目標指標

目標指標 単位

市立小学校の耐震化

計画作成時 実績値（現状） 目標値

年度

％ 88.5 H25 100 R3

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、教育委員会を運営する。

4,810       7,169       　教育委員会事務局の円滑な運営及び公用車の適正な維持管理を行うとともに、全国部活動特
別入学者選抜により市内の高等学校に入学する生徒を応援する補助金を創設し、生徒の就学支
援及び地域の活性化を図った。

現状維持

110 R3

100

非構造部材の耐震対策 ％ 0（調査中） H26 100 R3 100

市立中学校の耐震化 ％ 93.5 H25 100 R3

973,576    1,259,167 

6

R2決算額 R3決算額 R4予算額
評価を踏まえた
今後の方向性

上記の「主な取り組み」への位置付けが困難な事業 決算額 （単位：千円） 事務の改善
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４．施策の進捗状況の評価と今後の課題［基本的方針の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

５．今後の施策展開の考え方（令和４年～令和６年度までの主な取組）

○

▲

◎

○

評価 令和３年度成果と今後の課題

×

《市立小学校の耐震化》
 　学校施設耐震化計画による小学校の耐震化は平成27年度をもって完了した。

《市立中学校の耐震化》
　 学校施設耐震化計画による中学校の耐震化は平成26年度をもって完了した。

《非構造部材の耐震対策》
 　国が指導する大規模空間（体育館やランチルームなど200㎡以上の空間を有する箇所等）の非構造部材耐震対
策は、平成28年度をもって完了した。

 《児童生徒用トイレの洋式化整備校数》
 　小学校を優先して学校施設の児童生徒用、身障者用、体育館等のトイレ洋式化整備を計画的に実施するため、
前年度に設計業務を行い、翌年度に整備工事を実施する。令和３年度は、網野北小・島津小学校の２校を整備し
た。

《学校支援ボランティア登録者数》
　 ボランティア登録者数は名簿の整理を行ったことから減少した。高齢化が進んでいるため、学校のニーズに応じ
たボランティアの確保が課題である。

《時間外勤務月４５時間超（年平均）の教職員数》
 　令和2年度までは目標達成状況が向上していた。しかし、令和3年度、コロナの感染防止のために行事等の縮小
や廃止を行ったものの年間を通した感染対策の中で学校教育活動を実施したことにより、小学校で前年度比5.1％
の増加となった。京丹後市教職員の働き方改革実行計画（R3.7改定）の段階的目標の達成（令和5年度に45時間
以内100％達成）を目指し、教育委員会事務局と学校とがさらなる連携強化を行う中で取組みを推進していく必要が
ある。

区分 No. 具　体　的　内　容

施策展開の考え方

1
　児童生徒を事件や事故から守るため、スクールガード・リーダーによる巡回指導及び子ども安心
パトロール車の運行を継続して実施するとともに、除雪活動や子どもたちを見守る地域ボランティ
ア等の拡充を図る。

2
　老朽化が進む学校施設を適切に維持管理を行うとともに教育環境の改善を図るため、計画的
にトイレの洋式化事業を進める。また学校施設の長寿命化計画を定め、中長期的な視点で改修
等を行う。

3
　特別な支援が必要な子どものニーズに対応するため、学校園へのスクールサポーター（介護支
援員）を継続配置するとともに、学校園及び保護者、関係機関が連携し、特別支援教育体制整
備の推進を図る。

4
 ボランティア人材の発掘・育成・確保に重点を置きながら、より効果的、効率的なコーディネー
ターの配置等、多様化する学校ニーズに対応できる推進体制整備を図る。

進捗状況区分

ＣＨＥＣＫ ＡＣＴ

ＡＣＴ
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